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１５－２　ヘクシャー＝オリーンモデル

ヘクシャー＝オリーンモデル　2国が同じ生産関数を持ち、また各国が特定の財の生産に完全特化しなくても、2国間での資源の総量が異なれば貿易が生じうる。

リカードモデルとの違い　生産要素の数の違い（リカードは1種類、ヘクシャーは2種類）ヘクシャーは固定投入係数型である必要はない。

生産関数

　二部門モデル　財が2種類あり、生産要素が2種類あるモデル

新古典派生産関数　生産曲線が上に凸で、その等量曲線が原点に対して強く凸である生産関数

　第1財は第1産業で第2財は第2産業で、それぞれ1次同時な生産関数に従って生産されるとする。　Y=F(K,L)  i=1,2

　生産要素総量は一定で、それを第1産業と第2産業に配分する。

K₁+K₂＝K      L₁＋L₂＝L　　（１５－１３）

　図15－3を参照にして契約曲線が対角線と交わることがあれば、契約曲線と対角線は一致している。契約曲線は対角線の上側に位置するか、下側に位置するか、対角線と交わるかのいずれかになります。図15－3(i)のケースは下側に位置するケース。

　この時、第1産業と第2産業のの資本労働比率k=K/Lを比較すると
　　k₁＜k₂　（15－14）　が成り立つ。　ｋ＝資本労働比率

　この式のとき、第1産業は労働集約的、第2産業は資本集約的という。

生産関数が一次同次であることから、原点から出る放射線上での技術的限界代替率RTSは一定です。この値を特定化すると拡張経路として、O₁を通る直線e₁とO₂を通る直線e₂が決まる。RTS₁＝RTS₂ならe₁とe₂の交点Qは契約曲線上にあります。
ちなみに契約曲線が対角線と一致するケースを除けば生産可能曲線PPFは図15－3（ii）のような形になる。

１５－１　リカードモデル

固定係数モデル

　財の数はy₁,y₂の2種類、生産要素は労働のみ、労働は生産する産業の間を自由に移動できる、総労働量をx,第１産業の労働量をx₁、第２産業の労働量をx₂とする。

　完全雇用を仮定とするため　x₁＋x₂＝ｘ（１５－１）

　第i財を１単位だけ生産するのに必要な労働量が一定で、その値がa₁であると仮定すると、第i財をy₁単位生産するために必要な労働量は、x₁＝a₁y₁となる。
これを（１５－１）式に代入すると、　a₁y₁＋a₂y₂＝ｘ（１５－２）

総労働量ｘを固定すると、（１５－２）式は生産量y₁とy₂が満たすべき条件となり、図１５－１の右下がりの直線l₀で表されます。この直線は社会的生産可能曲線PPFです。

　財１単位を生産するための生産要素の量が一定である場合に一定な値a₁を固定的投入係数、y₁＝x₁/a₁を固定係数生産関数と呼びます。

市場の条件
　財の価格をp₁、p₂、労働賃金をwとすると、各産業の利潤はπ₁＝p₁y₁―wx₁、i=1,2で、その和は　π＝p₁y₁＋p₂y₂―wx（１５－３）　となる。

一方、この国の社会的効用関数がu(c₁、c₂)で与えられてるとする消費者は、

予算制約式　p₁c₁＋p₂c₂＝π＋wx(15-4) のもとで効用を最大化します。
　財への需要c₁、c₂と供給y₁、y₂が一致する均衡価格は、p₁/w=a₁,p₂/w=a₂（１５－５）

を満たさなければならない。図１５－１ではE₀が均衡生産量の組であり、利潤は０となる。

（１５－５）を満たす均衡価格以外の価格では利潤を最大化する生産量と効用を最大化する生産量との間に乖離が生じる。以上のことは閉鎖経済（貿易をしていない経済）と呼ばれるケースです。

比較生産費説

　A国とB国の２国が存在するとする。２国の間は異なる生産技術（a₁/a₂）の値が異なるとする。総労働量は同じでも異なってもかまわない。

 a₁/a₂第2財で表された第1財を生産する機会費用なので　a₁/a₂<a₁a₂（１５－６）
であるなら、A国は第1財にB国は第2財の生産により低い機会費用で生産できる。これを比較優位を持つといいます。

　完全特化－一国がある特定の財のみを生産すること

　比較生産費理論―各国はそれぞれが比較優位を持つ財に完全特化すること
貿易の利益
　完全特化を促す誘因は世界市場での財の価格にある。

世界市場での財の価格が　a₁/a₂<p₁/p₂<a₁/a₂（15-7）　となると、それぞれの国はそれぞれの財を完全特化することにより利潤を最大化する。

　例，A国の場合生産量が（y₁,y₂）のときのA国の利潤は　π＝p₁y₁+p₂y₂－ｗｘ（１５－８）となる。これは第1財のみが生産されている。（図15-2（i）参照）
次にA国の消費者は効用 u(c₁,c₂)を予算制約式　p₁c₁+p₂c₂＝π+wx （１５－９）のもとで最大化します。A国の生産量(y₁,y₂)が決まると、A国の予算制約式は、

　p₁c₁+p₂c₂=p₁y₁+p₂y₂（１５－１０）となる。Y₂＝０なので、図15-2（i）の直線lが得られる。A国の消費量C=（c₁,c₂）が決まると、
　第1財の輸出量　y₁―c₁　第2財の輸入量　ｃ₂　も決まる。

Ｂ国も同様に輸出量　y₁―c₁　第2財の輸入量　ｃ₂　が決まる。（図15-2(ii)）

交易条件－輸出財価格の輸入財価格に対する比率　Ａ国、ｐ＝ｐ₁/p₂　Ｂ国、ｑ＝ｐ₂/p₁

均衡価格（ｐ₁、ｐ₂）は（１５－７）を満たす価格のうち、第1財と第2財の需給を一致させる価格　ｙ₁＋ｙ₁＝ｃ₁＋ｃ₁、　ｙ₂＋ｙ₂＝ｃ₂＋ｃ₂　を満たす価格となる。
開放経済－外国と貿易をして財を輸出または輸入す経済

貿易の利益－閉鎖経済と比べて増えている効用の増加分
リプチンスキーの定理
リプチンスキーの定理－ある資源の存在量が増加するとき、その資源をより集約的に投入する財の生産量が増加し、他の財の生産量が減少する。
　詳しくは図の15－4(i),(ii)を参照。

ストッパー＝サミュエルソンの定理

ストッパー＝サミュエルソンの定理－ある財の価格の上昇は、その財の生産に、より集約的に投入される資源の相対的価格を上昇させる。

　詳しくは図15-5(i),(ii)を参照
ヘクシャー＝オリーンの定理

ヘクシャー＝オリーンの定理－時刻に豊富に存在する資源をより集約的に投入して生産する財に比較優位を持つもしくは自国に豊富に存在する資源をより集約的に投入して生産する財を輸出する
　リカードの定理が相対的単位生産費用によって比較優位を決めるという意味で、比較生産費理論と呼ばれたのにたいし、ヘクシャー＝オリーンモデルは生産要素の総存在量の比率で比較優位が決まるという意味で要素賦存比率理論とよばれる。
　ここでA国とB国の貿易のパターンを説明する。貿易する2国の価格は同じ、2国の生産要素の相対価格も同じとする。
　2国の総資本の比率と総労働の比率（要素賦存比率）をk=K/Lとk=K/Lとする。
ｋ＜ｋ（１５－１７）の状態すなわちA国は相対的に労働が豊富でB国は相対的に資本が豊富とする。両国の生産技術は同じなのでA国は労働集約的な第1財にB国では資本集約的な第2財に偏向的な生産可能曲線を持つ。その結果、同一の生産物価格に対して両国の生産物の量の比率はy/y>y/yを満たす。あるいは生産量の比率をy/y=y/yと等しくおくなら、第1財を生産するための機会費用はA国で小さく、B国で大きくなり
　　　　　　　MRT<MRT（１５－１８）　が成り立つ。

　つまり、生産量の比率が同じときにはより機会費用が小さくなる財に、比較優位を持つといえる。

　図15－6を見ると両国の社会的無差別曲線がほぼ同じであるとすると均衡価格のもとではA国が第1財を輸出して第2財を輸入し、B国では第2財を輸出して第1財を輸入します。閉鎖経済に比べると、貿易によってより高い効用が与えられることは図を見れば明らかである。このときの効用の増加分が貿易の利益となる。
不完全特化－一定の価格のもとで、各国が２財をともに生産すること
要素価格均等化定理
要素価格均等化－財の価格が決まると不完全特化している限り,すべての国の要素価格が同じように決まる.

 世界市場での財の価格p₁,p₂が与えられたときA国とB国で要素価格が一致する条件を考えるために、産業間での資本、労働比率の比較をする。詳しくは図15－7（i）とともに説明。ちなみに、各産業の労働資本比率(k₁,k₂)の値の大小関係を要素集約度という。
　K₁,k₂の関係を見るためには、各産業の等量曲線として１円あたりの生産物を生む要素量の組（K、L）を使うのがよい。生産物の売り上げはp*(1/p)=1なので各産業の最大利潤は
　　　　　１－PK―WL＝０　　j=1,2(15-19)

 上の式は、両産業とも図１５－７(ii)の中での同一な直線を表している。よって、p₁,p₂が与えられたとき両産業の利潤が最大化されているなら、1円あたりの生産物を生む投入要素量の組(L₁,K₁),(L₂,K₂)はともに同一の直線上にある。
　要素集約度の逆転は図15－7(ii)で2つの等量曲線が1点のみで交わっているので起こらない。このとき、2つの等量曲線に接する直線は1つしか存在しない。この直線の係数WとRの値が、所与の財の価格p₁とp₂と両立する唯一の要素価格である。
レオンチェフの逆説

レオンチェフの逆説－へクシャーオリーンの定理に関連した実証分析の結果がへクシャーオリーンの定理と反する結果が出たので調べた人の名をとってこう呼ばれるようになった
　その結果とはアメリカは資本が豊富な国であるとみなされていたのだが、実際には労働集約的な財を輸出して、資本集約的な財を輸入しているという結果が出た。この結果は、ヘクシャーオリーン定理のいずれかの仮定を満たさないことになる。
具体的に述べると次のようなものがある

その国にとって豊富な資源を集約的に投入して生産される財を輸出すると結論付ける際には両国の無差別曲線がほぼ同じであると仮定したがそれが成り立たないすなわち各国で需要曲線が異なること
要素集約度が逆転していて、各国の要素賦存比率と要素価格比が異なってしまう

生産技術、資本や労働以外の生産要素、土地、労働の質や管理者能力に影響する文化的、制度的差異による生産関数の違い、生産要素の１次同次性が満たされなくなるなど
経済成長

　資本の増加は生産可能曲線を外側にシフトさせ、時間とともに資源が変化して生産可能曲線がシフトするならそれは経済の成長といえる。生産可能曲線がどの財に偏向的にシフトしていくかはリプチンスキーの定理による。また技術進歩による生産可能曲線のシフトもある。財の価格が変わらなければ経済成長による社会的効用も増加する。
　しかし、財の価格の変化によっては経済成長したとしても、輸出財の供給量が増加することなどによって世界市場での相対価格が悪化するケースもある。

　図１５－１０のように交易条件を悪化させて社会的効用の低下をもたらす経済成長を窮乏化成長という。
要素集約度の逆転
　図１５－８は２つの等量曲線が２点以上で交わる図を描いており、要素価格比が変化すると、k₁とk₂の大小関係がわかる。

　図１５－９は図１５－７や図１５－８の２個の等量曲線の図に要素賦存比率(K,L)を書き入れたものである。この図は図１５－３(i)と似ているが違いは点(K,L)を第２産業の原点としてとるのではなく、第1産業の原点と同じくとっている。したがって、第1産業の拡張経路e₁も第2産業の拡張経路e₂もOから出る放射線となる。
　E₁とe₂に囲まれた領域Vはダイバーシフィケーション・コーンとよばれる。要素賦存量(K,L)がこの中に位置するなら与えられた財の価格(p₁,p₂)と要素価格(W,R)のもとで、両方の財を生産することと利潤最大化が両立する。もしその領域外ならば、財を生産することと利潤最大化は一致しない。このときには、別のWとRをとって要素賦存量がコーンの内部に入るように拡張経路を動かさなければならない。
　要素集約度が逆転する図１５－８のケースではダイバーシフィケーション・コーンは２つあり、2国の要素賦存量が同じコーンの中にあるなら両国の要素価格はそのコーンを決める要素価格と等しくなる。もし、それぞれの要素賦存比がそれぞれのコーンに含まれるなら、それぞれの要素価格比は異なるものになる。

　以上の考察から、ヘクシャーオリーンの定理を証明する際に前提とした両国の要素価格という過程が満たされる状況は要素集約度が逆転しないあるいは逆転するにしても両国の要素賦存量が同じダイバーシフィケーション・コーンの中にあるということになる。
